令和２年度　新製品開発助成用　事業計画書　作成例
（別紙３）
令和３年　新製品開発助成用　事業計画書


令和２年　月　日


担当者
会社名


住　　　所


所　　　属


氏　　　名


連絡先TEL　

事業計画書（新製品開発助成事業）

課題名　　
「日本舶用工業会　技術開発ロードマップ」の該当項目
該当する系統：
該当する項目：

「今後の技術開発事業のあり方」１．（１）（ｂ）の該当項目（①～⑤）
１．事業の目的

２．事業の目標

２.１　本事業の最終目標

１）
２）
２.２　令和３年度の目標

１）

２）

３．事業内容

３.１　令和３年度の実施内容
１）
２）
３）
４）
３.２　令和４年度の実施内容

１）
２）
３）
４）
４．実施予定表

	実 施 項 目
	令和３年度

	
	１／４
	２／４
	３／４
	４／４

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


５．社会的背景、効果等

１）社会的背景

２）緊急性

３）日本産業にとってのメリット

４）新規性

５）期待される効果

６）市場規模（対象船舶の船種、隻数等）
７）販売予定台数及び販売予定価格

６．開発期間
令和３年４月　～　令和●●年２月
７．開発費概算

	目
	目の細分
	金額(千円)
	算　出　根　拠

	調査研究費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　計
	
	


８．開発の体制

１）主　体

２）協力者

３）指導者

４）役割分担

９．その他（製品化に向けた取組）
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